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わが国の米の需要は年々減少している。図

１は、農林水産省の『米穀の需給及び価格の

安定に関する基本指針（案）』から抜粋した

図である。回帰式からも分かるように、主食

用米等（注１）の需要が、年々、約８万トンも減

少している（回帰式のｘの係数が−8.2912

になっている）。平成８／９年度（平成８年

７月～平成９年６月）には、943.8万トンの

需要量であったが、28／ 29年度（28年７

月～ 29年６月）には、762万トンにまで減

少すると予測されている。この762万トン

をもとに適正在庫を勘案して、農林水産省は

平成28年産主食用米等生産量を、743万ト

ンと設定しているのである。

１　はじめに

（万トン）

（年度）

資料：農林水産省『米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針（案）』平成27年11月
　注：各年は７月から翌年６月。

図１　平成８／９年度～26／27年度の全国の主食用米等における需要実績を用いた需要予測

調査・報告　専門調査

広島県における稲ＷＣＳを用いた広域の
ＴＭＲセンターと集落営農法人の展開

岡山大学大学院環境生命科学研究科　教授　横溝　功

国内の主食用米需要の減少、ＴＰＰによる輸入米の増加を控え、主食用米以外で水田を有効活

用する方策として、稲ＷＣＳを取り上げた。本調査研究では、広域のＴＭＲセンター、および

ＴＭＲセンターへＷＣＳ用稲を供給している２つの集落営農法人の組織・事業・経営における現

状と課題を明らかにして、今後の教訓を導出した。

【要約】
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しかるに、27年７月15日現在のわが国の

水田の面積は、244.6万ヘクタールである。

この水田にすべて水稲を栽培して、１ヘクタ

ール当たり５トンの収穫量とすると、1223

万トンの米が収穫できることになる。農林水

産省が設定する743万トンとの差は、480万

トンに上る。面積に換算すると96万ヘクター

ルになる。従って、96万ヘクタールは主食用

米等以外の作物を栽培しなければならないの

である。39.2％の転作率ということになる。

さて、わが国は、このような状況の中で、

ガット・ウルグアイラウンド農業合意によっ

て、ミニマムアクセス米（以下「ＭＡ米」と

いう）を毎年76.7万玄米トン受け入れてい

る。ただし、66万玄米トン（ＭＡ米の中の

一般輸入）は加工用、飼料用、援助用に回り、

食用に回るのは10万実トン（ＭＡ米の中の

ＳＢＳ（売買同時契約）輸入、玄米換算では

10.7万トン）と、国内稲作への影響を回避

している。

しかし、ＴＰＰの大筋合意で、現行関税１

キログラム当たり341円は維持したものの、

ＴＰＰ発効後、米国、豪州から追加での

ＳＢＳ輸入を行うことになる。そして、発効

後13年目以降には7.84万トンもの米（米国

7万トン、豪州0.84万トン）を、現行の76

万に加えて輸入することになる。

以上のように、わが国の稲作は、内外から

の厳しい環境にさらされていることが分か

る。また、近年の米価低迷の現象を説明する

ことができる。しかし、わが国の水田におい

て、水稲以外の作物を栽培することは容易で

はない。水田という装置は、水稲に適してい

るが、その他の多くの作物、特に畑作物には

適していないからである。

そこで、米を主食用米等ではなく、飼料用

として用いることが、わが国の農業において

重要な戦略になる。すなわち、ＷＣＳ（発酵

粗飼料）用稲と飼料用米である。表１は、全

国と広島県の稲栽培面積の推移を見たもので

ある。主食用米に比較すると、両者はまだま

だ栽培面積は少ないが、近年伸びていること

が分かる。本稿では、広島県におけるＷＣＳ

用稲を取り上げる。

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年
ＷＣＳ用稲 9,089 10,203 15,939 23,086 25,672 26,600 30,929 －
飼料用米 1,410 4,123 14,883 33,955 34,525 21,802 33,881 －
主食用米 1,596,000 1,592,000 1,580,000 1,526,000 1,524,000 1,522,000 1,474,000 －

表１　全国と広島県の稲栽培面積の推移
【全国】        　　　　　　　    　（単位：ヘクタール）

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年
ＷＣＳ用稲 130 133 160 195 230 214 279 437
飼料用米 2 4 13 53 64 57 94 376
主食用米 26,000 25,900 26,000 25,500 25,500 25,500 24,800 24,000

【広島県】        　　　　　　    　　（単位：ヘクタール）

資料：農林水産省「畜産をめぐる情勢」、広島県農林水産局畜産課資料

ＷＣＳ用稲は主として酪農経営が利用する

ことになるが、稲作経営と酪農経営の耕畜連

携が必要不可欠である。広島県では、酪農専

門農協が、ＷＣＳ用稲を用いたＴＭＲを生産

し、酪農経営に供給している。また、広島県

では、集落営農法人の法人数が多く、稲作に

おいて重要な役割を果たしている。これら集

落営農法人にＷＣＳ用稲を栽培してもらい、
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収穫調製においては酪農専門農協が引き受け

るという、広域かつ魅力的なシステムを創出

している。

そこで、本稿では、広島県の酪農専門農協

によるＴＭＲセンター、ならびにＴＭＲセン

ターへＷＣＳ用稲を供給している２つの集落

営農法人を取り上げ、組織・事業・経営にお

ける現状と課題を明らかにして、今後の教訓

を導出することにする。

（注１）　�農林水産省の『米穀の需給及び価格の安定に関す

る基本指針（案）』における、「国内で生産された

水稲うるち米及び水稲もち米から、需要に応じた

米生産の推進に関する要領（平成26年４月１日

付け25生産第3578号農林水産省生産局長通知）

第３において生産数量目標の外数として取り扱う

米穀等として定める加工用米その他主食用に充当

されない米穀を除いた米穀」の定義に基づく。

（１）　みわＴＭＲセンター竣工の経緯

広島県酪農業協同組合（以下「広酪」とい

う）は、広島県全域を管轄とする酪農の専門

農協である。平成６年４月１日に、それまで

にあった18の専門農協が合併して、誕生し

ている。合併以前の備北酪農業協同組合は、

平成元年に、庄原市一木町に庄原飼料混合所

を開設している。また、双三酪農協同組合も、

２年に、三次市三和町にミックスフィードセ

ンターを開設している。これらＴＭＲの販売

形態は、フレキシブルコンテナバッグで行わ

れていた。

両施設の老朽化、広酪統合後20年を節目

に、新たにみわＴＭＲセンターが竣工した。

そして、26年12月から稼働することになる。

庄原飼料混合所は、その役割を終えている。

みわＴＭＲセンターでの製品は、ラップベ

ールマスター（写真１）で、500キログラ

ムの大型の直方体に梱包されている（以下で

は、この製品を「キューブベール」という。

写真２）。この機械の導入に当たっては、先

進地視察を行う中で、熊本県八代市にある施

設を参考にしている。その理由は、メンテナ

ンスのコストが少ないことがあった。また、

通常のロールベールよりも密度が大きく、破

２　稲ＷＣＳを活用する みわＴＭＲセンター

写真１　�みわＴＭＲセンターのラップベールマ
スター

写真２　�みわＴＭＲセンターの敷地に積載され
た製品のキューブベール
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れにくいというメリットもあった。

なお、以前の２つのセンターでは、豆腐か

す、ビールかすなどの未利用資源を有効活用

し、海外からの輸入トウモロコシに代替する

ことを目指していたが、今後は、それに加え

て、広島県内で生産される、稲ＷＣＳを積極

的に活用することを目指している。さて、ほ

場で収穫調製されるロールの重量は約300

キログラムであるが、それを表２のように混

合して製造されるキューブベールの重量は

500キログラムである。

（２）　みわＴＭＲセンターの投入原料

みわＴＭＲセンターの投入原料は、表２の

通りである。基礎配合飼料は全国酪農業協同

組合連合会（以下「全酪連」という）から、

かす類のうち、ビールかすは岡山県や関西に

あるビールメーカー４社から、豆腐かすは商

社１社から、醤油かすはＪＡ西日本くみあい

飼料株式会社から、焼酎かすは全酪連からそ

れぞれ購入している。

輸入乾草は、アルファルファ、オーツ麦、ス

ーダングラスなどを全酪連から購入している。

添加剤の種類としては、カルシウム・塩・

カビ吸着剤・乳酸菌である。

以上の原料に、水と糖蜜を加えている。糖

蜜を加えるのは、周知のように発酵を容易に

するためである。

みわＴＭＲセンターでは、稲ＷＣＳを用い

ることで、海外からの飼料依存の脱却を図っ

ている。製品４トンに対して、稲ＷＣＳを

1.5ロール（450キログラム）投入している

ので、約11％の割合になる。稲ＷＣＳの調

達方法は、大きく２つに分けることができ

る。

第１に、５年間、広酪と栽培経営との間で、

稲ＷＣＳを立毛の状態で売買契約を締結する

やり方である。そして、みわＴＭＲセンター

が、売買契約した栽培経営のＷＣＳ用稲を収

穫調製するのである。それに対して、栽培経

営は、10アール当たり2万8000円＋消費税

を、みわＴＭＲセンターに支払うことになっ

ている。逆に、みわＴＭＲセンターが、収穫

調製された稲ＷＣＳの１ロール（300キロ

グラム）に対して3100円＋消費税を、栽培

経営に支払う契約となっているため、１ヘク

タール当たり97個のロールの収量と考える

と、10アールで約10ロールの収量になり、

みわＴＭＲセンターは栽培経営に約3万

1000円+消費税を支払うことになる。平成

27年度は、約88.9ヘクタールの契約面積に

もなる。そして、88.9ヘクタールで、約

8600ロール収穫調製が見込まれているので

表２　みわＴＭＲセンターの原材料割合

原材料名 割合

基礎配合飼料 40 ～ 50％

粕類（ビールかす、豆腐かす、醤油かす、焼酎かすなど） 20 ～ 35％

国産粗飼料（稲ＷＣＳ、自給粗飼料など） 10 ～ 25％

輸入乾草（アルファルファ、オーツ麦、スーダングラスなど） ５～ 25％

添加剤（カルシウム、塩、カビ吸着剤、乳酸菌） ３％前後

水＋糖蜜 15 ～ 25％

資料：広島県酪農業協同組合の「みわＴＭＲセンター」のパンフレット
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ある。ちなみに、みわＴＭＲセンターに最も

多く供給する市町村が庄原市で、52.2ヘク

タールと全体の約６割を占めている。次に多

いのが三次市で、13.6ヘクタールと続く。

第２に、みわＴＭＲセンターが、稲ＷＣＳ

のロールを買い付けて、取りに行くという

ものである。こちらは、県外が2700ロール、

県内が1800ロールと見込まれている。県外

は、島根県邑
おお

南
なん

町であり、他県ではあるが、

みわＴＭＲセンターから近い。みわＴＭＲ

センターが、１ロール当たり、3100円＋消

費税を支払う契約になっている。なお、ロ

ールの重量は1個が300キログラムで、１ヘ

クタール当たり97個のロールの収量と考え

ると、県外が27.8ヘクタール、県内が18.6

ヘクタールの栽培面積ということになる。

従って、２つの調達方法で、27年度は約

1万3000ロールが確保されることになる。

これによって、県内の107.5ヘクタール（＝

88.9ヘクタール＋ 18.6ヘクタール）、県外

の27.8ヘクタールが、ＷＣＳ用稲の栽培と

して有効利用されることになる。

（３）製品の製造と販売

キューブベールの製品製造量は、１日当た

り80 ～ 88個である。１年に270日稼働で

計算すると、１年間に2万1600 ～２万

3760個の製造量になる。１個が500キログ

ラムであるので、１年間に約１万1000トン

の製品製造になる。なお、みわＴＭＲセンタ

ーの製品製造の目標は、１万2000トンとの

ことであった。

月間の製品製造量は、約900トンになる

が、うち3.3％の約30トンは県外にも販売

している。こちらは、全酪連を通じて、島

根県・山口県の畜産経営に販売されている。

このように、製品のほとんどが、広島県内

の酪農経営に販売されているのである。

みわＴＭＲセンターのキューブベールを利

用している酪農経営は45戸で、経産牛飼養

頭数の合計は1500頭である。当然のことな

がら、みわＴＭＲセンターが県北に立地して

いるので、利用する酪農経営も県北に多く立

地している。みわＴＭＲセンターが稼働する

以前は、２つのセンターの利用戸数が35戸

であったので、10戸増加していることにな

る。

ちなみに、広島県全体の酪農経営は137

戸で、合計の経産牛飼養頭数は5500頭であ

る。それ故、利用経営のシェアは、戸数で

33％、経産牛飼養頭数で27％になる。

なお、現物の成分分析は、全酪連が行っ

ている。また、嗜好性に関しては、稲ＷＣＳ

を加えることによって、以前よりも良くな

っているとのことであった。このことは、

利用する酪農経営の増加にもつながってい

る。

なお、製品の種類は、下記の５つである。

①高泌乳用　②中泌乳用　③産乳用　

写真３　�みわＴＭＲセンターにおける原料の
投入風景
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④ファイバーミックス　⑤移行期用

製品の主力は、①と②である。価格は、②

よりも①を１キログラム当たり１円高く設定

している。③は、以前のセンターからの引き

継ぎで、３戸の酪農経営が利用している。彼

らは、発酵ＴＭＲを嫌い、フレッシュな

ＴＭＲを求めている。従って、彼らの注文が

あると、製造後その日のうちに配達してい

る。それ故、価格は、①よりも１キログラム

当たり８円程度高く設定している。④は、試

験的に１戸の酪農経営に提供している。⑤

は、２戸の酪農経営に提供している。

（４）組織と経営成果

みわＴＭＲセンターのスタッフは６人で、

広酪の職員３人とオペレーターを委託してい

る運送会社の職員３人から構成されている。

オペレーターは、飼料の収穫調製や運搬を担

当することになる。

みわＴＭＲセンターでは、収穫機４台と、

ラッピングマシーン６台を所有している。

製品の価格に関しては、みわＴＭＲセンタ

ーでは、４半期ごとに見直している。また、

価格設定に当たっては、製造原価を生産量で

割った１キログラム当たりの製造原価を算出

し、それに手数料として１キログラム当たり

１円を上乗せしている。それ故、大きな赤字

を抱えるリスクを回避しているといえる。

前述のように、１年間に約１万1000トン

の製造であるので、１キログラム当たり１

円の手数料は、総額では、1100万円になる。

この金額で販売費および一般管理費を充当

することになる。

（５）今後の課題と展開方向

みわＴＭＲセンターの今後の課題として

は、第１に、製品の販路を伸ばし、製品の製

造量を増やして、平均固定費用（＝固定費

用÷製品製造量）を下げ、販売単価を下げる

ことが挙げられていた。

第２に、品質をいかに安定するかが挙げら

れていた。そのためにも、主要な原料である

稲ＷＣＳの品質の確保が重要になる。ＷＣＳ

用稲の落水の時期、雑草対策、収穫をスムー

ズに行うことが肝要である。

第３に、製品製造量が増加すると、置き場

所の問題が課題となる。現在、キューブベー

ルを３段にしてストックしているが、一番下

の段が上からの圧力を受けて固くなるという

課題があった。

３　稲ＷＣＳの供給サイド（農）一木生産組合の展開

（１）集落営農法人成立の経緯

まず、みわＴＭＲセンターに稲ＷＣＳを供

給している農事組合法人一木生産組合（以下

「一木生産組合」という）について取り上げ

ることにする。一木生産組合は広島県におけ

る集落営農法人の先進事例でもある。庄原市

一木町に立地している。昭和40年代に、2.2

ヘクタールの農地を経営する農家が廃業し、

他の集落の農家に農場を移譲しようとする事

態が発生する。そこで、９人のオペレーター

を中心に、任意団体の営農集団を作り、集落

内で引き受けることになった。

さらに、昭和44年に、42戸で営農集団を

発足させた。水田面積は32ヘクタールでス

タートした。現在の面積は30.6ヘクタール
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とほぼ集落内の農地を維持している。現在の

営農集団の組合長は、岩竹重城氏の兄が務め

ている。なお、岩竹重城氏は広酪の組合長で

ある。

平成元年には、営農集団の中の一部の組織

を、一木生産組合として法人化している。当

時は、法人化の先行事例がなかったので、手

探りでの法人化であった。一木生産組合の組

合員は25人であり、うち非農家４～５人が

含まれている。この25人の中で、トラクタ

ーのオペレーターが５人、田植機のオペレー

ターが７～８人、コンバインのオペレーター

が７～８人である。草刈作業（９時～12時）

に関しては、25人のうち10人～ 14人が必

ず出役して作業に当たっている。

発足当時の営農集団は現在もそのまま維持

され、任意団体のままである。

また、集落内には、営農集団以外に、サイ

ロ組合という任意団体も存在する。こちら

は、　集落内の酪農経営２戸、肉用牛繁殖経

営１戸で構成されている。酪農経営は多いと

きには、集落内に８戸存在したが、現在は２

戸に減少している。

一木生産組合は、農業機械を大型化して、

共同利用することによって稼働率を上げ、平

均固定費用の低減を目指している。

一木生産組合の役員は、理事６人、監事２

人の８人である。代表理事組合長は、岩竹重

城氏が務めている。岩竹氏のリーダーシップ

が極めて大きい。なお、事務局長１人が設置

されている。

出資金は、１人１万円の25万円で出発し

たが、剰余金を留保するなどの努力で、現在

の出資金は103万円になっている。

（２）集落営農法人活動の推移

前述のように、現在の集落の水田面積は、

30.6ヘクタールである。そのうち、ＷＣＳ

用稲は9.6ヘクタールを栽培しているが、す

べて「たちすずか」である。「たちすずか」

よりも２週間ほど出穂期の早い「たちあや

か」を導入すれば、作業を分散できるが、「た

ちあやか」の種子が入手できなかったのであ

る。9.6ヘクタールの内訳は、一木生産組合

が6ヘクタール、個々の農家が3.6ヘクター

ルを栽培している（表３）。

主食用米の面積は14ヘクタールであるが、

一木生産組合が４ヘクタール、個々の農家

が10ヘクタールを栽培している（表３）。な

お、主食用米は全量ＪＡに出荷している。

ＪＡでは集荷した主食用米を酒米の掛米（注２）

としても販売している。10アール当たりの

収量は、８～９俵（480～ 540キログラム）

で、品種は「中
なか

生
て

新
しん

千
せん

本
ぼん

」である。苗の購

入もＪＡで、ＪＡのカントリーエレベータ

ー（乾燥・調製）を利用している。

表作そばと裏作イタリアンライグラスの面

積は７ヘクタールであるが、一木生産組合が

表作そば２ヘクタール、個々の農家が表作そ

ば５ヘクタールとイタリアンライグラス７ヘ

クタールを栽培している（表３）。この７ヘ

写真４　一木生産組合のほ場風景
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クタールのイタリアンライグラスは、２戸の

酪農経営が３ヘクタールずつ、１戸の肉用牛

繁殖経営が１ヘクタールを栽培している。

なお、集落には、水田30.6ヘクタールと

は別に畑が６ヘクタールあるが、すべて表作

そば、裏作イタリアンライグラスが栽培され

ている（表３）。こちらは、前述のサイロ組

合が管理している。サイロ組合では、トラク

ター８台を所有し、１人が収穫作業、２人が

ラップ作業というように、３人１組で収穫調

製作業を行っている。

以上のように、一木生産組合は、ＷＣＳ用

稲６ヘクタール、主食用米４ヘクタール、そ

ば２ヘクタール、合計12ヘクタールを栽培

している（表３）。この12ヘクタールは、借

入地という形態で利用権を設定している。そ

して、10アール当たり１万円の賃借料を地

主に支払っている。

一木生産組合の栽培の特徴としては、中山

間地域に立地するが故に、鳥獣害の被害に備

えて、ほ場の中央部に主食用米、その周辺部、

特に谷の部分にＷＣＳ用稲やイタリアンライ

グラスを栽培していることが挙げられる。ま

た、中山間地域等直接支払制度からの助成金

を活用して、あぜにシートをかけ、雑草防除

に取り組んでいる。このことは、中山間地域

に立地する他の集落営農法人だけではなく、

任意組合の集落営農にも重要な示唆を与えて

いる。
（注２）　もろみ造りに直接使われる米。

（３）営農の展開

前述のように、一木生産組合の水田の経営

面積は12ヘクタールである。集落の水田の

面積が30.6ヘクタールであるので、集落営

農法人による集積率は39％になっている。

平成26年度の賃借料は96万6420円である。

前述のように、10アール当たり１万円の賃

借料を地主に支払っているので、120万円

になるが、法人化の契機になった2.2ヘクタ

ールの土地の賃借料が６万円などになってい

るからである。これは、集落営農法人が他の

経費を賄うことになっているからである。

なお、集積率は、毎年増加していて、近い

将来、半分以上になるとのことであった。ま

た、オペレーターは比較的若年層が担当して

おり、一番の若手が30代後半である。

さて、水田裏作のイタリアンライグラスに

ついて、言及する。前述のように、７ヘクタ

ールの栽培面積であるが、サイロ組合の３戸

の畜産経営が、各々ほ場を管理している。し

かし、収穫調製は共同作業で当たっている。

１時間当たり、作業労働賃金1200円でロー

ル単価を共同計算しているのである。なお、

２戸の酪農経営の経産牛の飼養規模は、各々

30頭ずつである。

イタリアンライグラスの転作料は、10ア

ール当たり3万5000円であるが、一度、営

農集団に支払われて、営農集団から、10ア

ール当たり5000円がサイロ組合に支払わ

水田 30.6
　　 稲ＷＣＳ 9.6
　　 　 一木生産組合 ６
　　 　 個々の農家 3.6
　　 主食用米 14
　　 一木生産組合 ４
　　 個々の農家 10
　　 そば、イタリアンライグラス ７
　　 　 そば（表作） ７
　　 　 　 一木生産組合 ２
　　 　 　 個々の農家 ５
　　 　 イタリアンライグラス（裏作） ７
　　 　 　 一木生産組合 ０
　　 　 　 個々の農家 ７
畑 ６

資料：聞き取りに基づき筆者作成

表３　�庄原市一木町における集落営農法人の
栽培面積

（単位：ヘクタール）
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れ、地主に３万円が支払われることになる。

従って、７ヘクタールの栽培面積であるの

で、35万円がサイロ組合に支払われる。こ

の35万円は、７ヘクタールの収穫調製の管

理費に充当される。

そばに関しては、集落のそば部会が、飲食

店を展開している。土日だけの営業ではある

が、リピーターがついていて、１年間に

1000万円の売上高である。こぶ・かつおぶ

しだけでだしをとるというように、本格的な

そば作りにこだわっており「一木一寸そば」

の名称で販売している。また、そばは、普通

型コンバインで収穫できるなど、新たな機械

投資を必要としない。ただし、水田でのそば

は収量がとれないという欠点がある。そばは

湿害に弱く、当該集落の水田が粘土質である

ので、栽培には不適ということになる。それ

故、６ヘクタールの畑地でのそば作りが重要

になる。

（４）今後の課題と展開方法

高糖分ＷＣＳ用稲「たちすずか」の乳用牛

や肉用牛への給与実証は、すでに、広島県の

畜産技術センターの試験結果の蓄積があり、

飼料として極めて有用であることが実証され

ている。また、平成26年度の米価低迷が、

ＷＣＳ用稲栽培の追い風になっている。

表４からも明らかなように、10アール当

たり損益でみると、利益では、主食用米がマ

イナスになっている。オペレーターの労賃を

加えた所得でみると、主食用米が約１万

4000円であるのに対して、ＷＣＳ用稲が約

４万6000円と３万円以上上回っている。こ

のことからも、ＷＣＳ用稲の有利性は明らか

である。なお、主食用米の60キログラム当

たりの販売単価が１万1000円であったが、

仮に１万4500円に上がると、所得はＷＣＳ

用稲と同じ水準になる。しかし、現状では、

この様な条件になることは、難しいといえ

る。

ＷＣＳ用稲の栽培は、食用米栽培に比較す

ると容易である。ただし、稲ＷＣＳは、多く

の堆肥の投入を必要とする。幸いなことに、

当該営農集団は堆肥センターを持っており、

堆肥センターを有効活用することにより、耕

畜連携ができている。

一木生産組合のオペレーターは、比較的若

いが、集落全体で見ると、高齢化が進展して

いる。従って、後継者へのバトンタッチが大

きな課題である。すなわち、農作業の技術の

継承が今後重要になってくる。
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表４　一木生産組合のＷＣＳ用稲と主食用米の損益比較

資料：一木生産組合の代表理事組合長　岩竹重城氏の試算結果を基に筆者加筆修正

項目 数量・金額 備考
平成26年度ＷＣＳ用稲栽培面積　① 540ａ

ロール代金　② 2,295,972円
ロール収穫調製委託費　③ 1,632,969円
ロール純収益　④＝②－③ 663,003円

【10ａ当たり収益】
10ａ当たりロール純収益　⑤＝④／（①/10） 12,278円／ 10ａ

水田活用の直接支払交付金 80,000円／ 10ａ 戦略作物助成
水田活用の直接支払交付金 7,500円／ 10ａ 産地交付金
計　⑥ 99,778円／ 10ａ

【10ａ当たり費用】
田植に関わる費用 36,770円／ 10ａ
水利費 3,000円／ 10ａ
労務費　⑦ 10,308円／ 10ａ
支払地代 10,000円／ 10ａ
減価償却費 3,700円／ 10ａ
計　⑧ 63,778円／ 10ａ

10ａ当たり利益　⑨＝⑥－⑧ 36,000円／ 10ａ
10ａ当たり所得　⑩＝⑨＋⑦ 46,308円／ 10ａ

ＷＣＳ用稲の損益

項目 数量・金額
10ａ当たり収量　⑪ 540kg
60kg当たり単価　⑫ 11,000円

【10ａ当たり収益】
10ａ当たり収益　⑬＝（⑪/60）×⑫ 99,000円／ 10ａ
米の直接支払交付金 7,500円／ 10ａ
計　⑭ 106,500円／ 10ａ

【10ａ当たり費用】
田植に関わる費用 35,467円／ 10ａ
水利費 3,000円／ 10ａ
労務費　⑮ 20,616円／ 10ａ
支払地代 10,000円／ 10ａ
減価償却費 3,700円／ 10ａ
防除費 4,950円／ 10ａ
農薬費 3,000円／ 10ａ
草刈り 10,308円／ 10ａ
稲刈り 7,600円／ 10ａ
乾燥調製 14,000円／ 10ａ
計　⑯ 112,641円／ 10ａ

10ａ当たり利益　⑰＝⑭－⑯ ▲ 6,141円／ 10ａ
10ａ当たり所得　⑱＝⑰＋⑮ 14,475円／ 10ａ

主食用米の損益
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（１）地域の概要

農事組合法人清流の里ファーム庄原（以下

「ファーム庄原」という）は、庄原市濁川町

川西にある。川西の集落戸数は34戸で、集

落人口は114人である。男女の内訳は、男

性54人、女性60人である。行政組織は川西

自治区で、集落34戸全戸が加入している。

34戸のうち、農家戸数は27戸であり、さら

にそのうちの11戸がファーム庄原の組合員

である。

当該集落では、ハード面では、昭和63年

10月から、ほ場整備事業の工事に着工した。

平成５年３月に、暗
あん

渠
きょ

排水換地処分が完成

し、従前地施工面積（水張面積）が27.8ヘ

クタールであるのに対して、完成面積（水張

面積）が24.3ヘクタールになっている。５

年当時のＪＡ委託販売米価は１俵当たり１万

6660円であるのに対して、26年には9400

円にまで落ち込んでいる。

ソフト面では、２年３月に、任意組合の

営農集団組合を設立して、農家27戸全戸が

加入している。さらに、２年３月に、任意

組合の機械利用組合を設立して、農家27戸

のうち22戸が加入している。

また、当該集落では、中山間地域等直接支

払制度を、17年4月の１期から４期（27年

４月～）まで活用している。そのために、濁

川川西集落中山間地協議会を発足させてい

る。当該協議会には、農地所有者34戸全戸

が加入している。鳥獣対策として、①1.2メ

ートルの高さの金網フェンスを設置したり

（写真６）、②はこわなを設置したりして、イ

ノシシの捕獲を行っている。なお、イノシシ

１頭の捕獲に対して、庄原市から１頭当たり

5000円の助成が出ている。27年は、１月

から８月までに16頭を捕獲している。３人

が「わな猟免許」を取得している。

そして、22年8月には、ファーム庄原を

設立している。当該集落営農法人の組合員

は11戸である（表５）。

さらに、24年には、濁川川西地区資源保

全隊を設立している。こちらは、集落の全戸

34戸が加入し、農地・水保全管理支払交付

金を活用して市道の法面200メートルに芝

桜を植栽するなどの活動を行っている。

４　稲ＷＣＳの供給サイド（農）清流の里ファーム庄原の展開

写真５　ファーム庄原のほ場風景

写真６　�ファーム庄原の鳥獣害対策のための
金網フェンス
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（２）集落営農法人成立の経緯

集落営農法人成立の一番の目的は、先祖か

ら受け継いだ農地を集落全員の力で守ること

にあった。行政支援の指導指針に従った経営

展開が、当該集落営農法人の基本である。そ

して、組合員を大切に、やる気のある担い手

を育成し、永続的な経営展開を目指してい

る。

ほ場整備前は、農家個人の作業が中心であ

ったが、ほ場整備後は、営農集団組合や機械

利用組合が、大型機械を導入して、オペレー

ターによる作業が中心になっている。そし

て、転作は、集落全体で調整して、耕畜連携

に積極的に取り組むようになる。

表５のとおり、集落においてアンケート調

査を実施するなど、集落での意向を組み入れ

て、極めて民主的に集落営農法人を設立して

いることが分かる。法人化の検討から、約３

年をかけて設立にこぎつけている。そして何

よりも、現代表理事の清水氏のリーダーシッ

プは、集落をまとめる上で、大きな役割を果

たしているのである。

ファーム庄原が参考とした集落営農法人

は、前述の一木生産組合、および庄原市口和

町（隣の集落）の農事組合法人ファーム永田

である。

年　月 経　緯

平成19年10月 法人化の検討が開始される。現代表理事の清水忠昭氏が広島県農業普及指導所や広島県の指
導関係機関に設立の相談をもちかけた。

20年４月 営農集団組合に、法人化設立検討委員会を設置。

７月13日 法人化設立賛否のアンケート調査を実施。

７月25日 アンケート集計結果を公表。その結果、農家戸数27戸中16戸が設立に賛成。法人化設立検
討委員会を法人化設立準備委員会に改称。

21年３月１日 濁川川西地区農用地利用改善組合を設立。
22年７月24日 第1回発起人会を開催。

８月７日 最終参加者11戸で設立総会を開催。
８月16日 法人登記を完了。

資料：聞き取りに基づき筆者作成

表５　ファーム庄原設立の経緯

（３）集落営農法人活動の推移

ファーム庄原の主要な投資は、施設（鉄骨

倉庫・ビニールハウス）と機械（トラクター・

田植機他）である。前者は、平成23年10月

に472万5000円で取得している。平成26

年期末残高は、193万786円である。

後者は、平成23年５月に442万800円で

取得している（庄原市が３分の１を助成）。

26年期末残高は、70万9046円である。当

該機械は、機械利用組合に貸与している。

以上のように、ファーム庄原では大きな投

資を行っていない。すなわち、個人が所有す

る農業機械を有効利用したり、ＪＡのライス

センターを利用したりしている。

22年8月設立時の水田の経営面積（水張）

は、1038.37アールであったが、26年12

月末には、1105.03アールと増加させてい

る。これは、小規模ほ場66.66アールを新た

に集積したためである。

なお、組合員は、農地すべてをファーム庄

原に、10年間の賃貸契約で貸与する形態に
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なり、10アール当たり支払地代（水張面積）

は1万円となっている。集落の中における経

営面積の集積率は、集落の水田面積24ヘク

タールに対して、集積面積が約11ヘクター

ルであるので、46％にもなることが分かる。

（４）組織の概要（平成26年12月現在）

ファーム庄原の役員（理事・監事）は７人

であり、平均年齢は66歳である。組合長・

副組合長・会計担当を設置している。組合員

戸数は11戸であるが、組合員数は20人であ

る。これは、夫婦で加入しているからである。

組合員の平均年齢は55歳である。オペレー

ターは８人であり、平均年齢は67歳である。

出資は、平等割と面積割からなっている。

前者は１口５万円であり、後者は１アール

当たり500円である。なお、出資組合員は

11人である。

設立時は、出資金は、下式の通りである。

11人×50,000円＋ 1,183アール×500円�

＝ 1,141,500円

　ただし、1183アールは台帳面積であり、

水張面積は前述のように1038アールである。

なお、平成26年度に、地代部分の配当

105万6870円を増資して、現在の出資金は

219万8370円になり、資本の充実を図って

いる。

集落営農法人の場合、オペレーターの育成

が重要であるが、ファーム庄原では、機械利

用組合との連携で育成している。ちなみに、

大型特殊免許取得者は10人であるが、うち

ファーム庄原の組合員は３人である。

（５）営農の展開

ファーム庄原では、平成27年は、食用米

を栽培せず、すべてＷＣＳ用稲を栽培してい

る。そして、すべてのＷＣＳ用稲を、みわ

ＴＭＲセンターに原料供給しているのであ

る。ファーム庄原では、表６のような10ア

ール当たりの主食用米とＷＣＳ用稲の利益を

計算している。一木生産組合の表４と同じ

く、ＷＣＳ用稲の生産の方が有利になってい

るのである。

ＷＣＳ用稲の栽培に関して、ファーム庄原

では、以下のような厳しい栽培管理を行って

いる。

第１に、栽培の指導指針の厳守である。こ

のことによって、収量・品質の安定を目指し

ている。

第２に、省力化を目指して、湛
たん

水
すい

直
ちょく

播
は

を

試験的に行っている。平成27年は21.2アー

ルで取り組んでいる。ミストで10アール当

たり５キログラムのもみを播
は

種
しゅ

している。こ

の場合、除草がポイントとのことであった。

第３に、26年の秋に、プラウ（注３）で深く

耕やしている。

第４に、施肥対策として、全農の施肥設計

書に基づいて、４つの施肥区で施肥試験を行

っている。すなわち、「たちすずか」通常施

肥区、増肥区、減肥区、硫安単肥区の４つで

ある。

第５に、25年度、26年度に全農に土壌分

析を行ってもらっている。

なお、育苗は、ＪＡ庄原に委託している。

表６　�清流の里ファーム庄原のＷＣＳ用稲と
主食用米の損益比較（平成26年度）

項目 ＷＣＳ用稲 主食用米

10ａ当たり収益 134,372 87,400

10ａ当たり費用 102,991 104,729

10ａ当たり利益 31,381 ▲ 17,329

資料：「清流の里ファーム庄原経営概要」

（単位：円）
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１箱702円である。27年度には、10アール

当たり育苗箱14箱を用いて田植えを行って

いる。28年度は、13箱に減らして田植えを

行う計画をしている。すなわち、経費の節約

と収穫量の関係を明らかにしようとしている

のである。その結果、合理的な育苗箱の箱数

を決定することになる。このように、ファー

ム庄原では、地道に栽培の研究を遂行してい

ることが分かる。

（注３）　 トラクターに取り付けて使用する機械で、種まきや苗の

植え付けに備えて土壌を耕起するためのもの。

（６）今後の課題と展開方向

ファーム庄原では、平成26年度の米価低

迷の影響を受けて、27年度には、主食用米

の栽培面積がゼロで、すべてＷＣＳ用稲を栽

培している（表７）。集落営農法人単独の耕

畜連携だけでは、このような対応は難しかっ

たといえる。まさしく、近隣に存在する

ＴＭＲセンターの機能をフル活用したことに

よって、ＷＣＳ用稲の栽培で集落営農法人の

経営が安定したといえる。

以上のように、ファーム庄原では、主食用

米をまったく栽培していないことになる。そ

れ故、組合員の家庭で消費するお米に関して

は、ファーム永田に委託して160袋（１袋

当たり30kg）の米を栽培してもらっている。

ファーム庄原の今後の課題や展開方向と

しては、以下の４項目が挙げられている。

第１に、役割分担の徹底

第２に、現在のファーム庄原の経営面積

11ヘクタールを、いかに集落全体の経営面

積24.3ヘクタールにまで広げるか。

第３に、後継者への継承

第４に、従事分量配当の活用

なお、第３の課題において、11戸の組合

員のうち、８戸は後継者が期待できていた。

後継者にとってもＷＣＳ用稲の存在は大きい

といえる。

写真７　�ファーム庄原の「たちすずか」の肥
料実証試験

表７　清流の里ファーム庄原の栽培状況

作目 平成26年度 平成27年度

主食用米 1.10 0.00

ＷＣＳ用稲 8.76 9.86

牧草他 1.19 1.19

合計 11.05 11.05

資料：「清流の里ファーム庄原経営概要」

（単位：ヘクタール）

５　おわりに

わが国の稲作は、国内の主食用米需要の減

少、ＴＰＰによる輸入米の増加を考慮した場

合、極めて厳しい状況におかれている。この

ような状況の下で、水田を有効活用する方策

として、本稿では、稲ＷＣＳを取り上げた。

具体的には、広酪のみわTMRセンター、

およびみわTMRセンターへＷＣＳ用稲を供

給している２つの集落営農法人を取り上げ
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た。

みわＴＭＲセンターでは、事業面におい

て、輸入飼料依存から脱却するため、積極的

にＴＭＲの原料として稲ＷＣＳを利用してい

た。また、稲ＷＣＳを調達するために、稲作

経営と立毛の状態で５年間の売買契約を結

び、収穫調製作業をみわＴＭＲセンター自ら

が行っていた。

ただし、組織面において、収穫調製作業に

は、近隣の運送会社にオペレーターを委託し

ていた。このことによって、事業面において、

安定して稲ＷＣＳの調達が可能になり、平成

27年度にはＷＣＳ用稲の栽培面積が88.9ヘ

クタールと、表１の広島県全体の栽培面積

437ヘクタールの約20％を占めることにな

る。

また、事業面では、需要者である酪農経営

のニーズに応えるために、飼料の調製におい

ては、５種類の製品を、500キログラムの

キューブベールの形態で提供していた。その

結果、広島県全体における利用経営のシェア

は、戸数で33％、経産牛飼養頭数で27％に

上っていた。

経営面においては、５年間のＷＣＳ用稲の

買入価格（300キログラム当たり3100円＋

消費税）とオペレーター委託費（10アール

当たり２万8000円＋消費税）は一定である

が、ＴＭＲ製品の価格は４半期ごとに見直し

ている。これは、表２のように、基礎配合飼

料や輸入乾草のように、輸出国（主として米

国）の作況や為替相場が大きく影響する原料

を多く含むからである。しかし、かす類や稲

ＷＣＳなどの国産粗飼料のウェイトを高めて

いけば、輸出国や為替相場を考慮することな

く、価格設定できることになる。見直し方法

としては、４半期ごとに製造原価を生産量で

割った１キログラム当たりの製造原価を算出

し、それに手数料として１キログラム当たり

１円をオンしている。この1円×製品製造量

（約１万1000トン）の1100万円で、販売費

および一般管理費を賄うことになる。その結

果、大きな赤字を抱えるリスクを回避できる

仕組みになっているのである。このような正

確な製造原価を考慮した製品の価格設定は、

他のさまざまな形態のＴＭＲセンターにも参

考となりうる。

一木生産組合とファーム庄原の２つの集落

営農法人の事業は、集落内での農地の集積率

を高め、前者では39％、後者では46％にも

なっていた。一木生産組合の法人化の歴史は

古く、平成元年に法人化している。ファーム

庄原は、22年に法人化している。法人化の

経緯は、前者が集落内の大規模農家の廃業、

後者が農地の維持存続というように異なって

いる。

組織面では、一木生産組合の組合員25人、

うち役員は８人であるのに対して、ファーム

庄原の組合員20人、うち役員は７人である。

前者は、組合長のリーダーシップの役割が大

きく、後者は、組合長のリーダーシップの役

割とそれを支える補佐役の役割が大きい。両

者の立地条件、歴史や文化が異なっていて、

極めて興味深い。

経営面では、両者は、平成26年度の米価

低迷を受けて、表４や表６のようなＷＣＳ用

稲と主食用米の10アール当たり利益（労務

費は控除されている）を算出している。その

結果、ＷＣＳ用稲が３万円以上を確保してい

るのに対して、主食用米はマイナスになって

いるのである。その結果を受けて、ファーム

庄原では、主食用米の栽培をまったく止め

て、ＷＣＳ用稲にすべて転換しているのであ

る。しかし、このような思い切った経営行動

が可能なのは、みわＴＭＲセンターの存在が
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大きい。５年間の売買契約で、ＷＣＳ用稲の

買取価格や、収穫調製のオペレーター委託費

が固定されているので、将来計画が容易にな

るからである。しかも、集落営農法人にとっ

て、稲ＷＣＳの収穫調製の機械投資が不要な

のである。

今後は、両法人のように、ＷＣＳ用稲の栽

培の指導指針を厳守して、収量と品質を安定

させることが、耕畜連携の維持存続に不可欠

といえる。このことは、酪農経営だけではな

く、集落営農法人のメリットにもなるのであ

る。

謝辞�：本稿をまとめるに当たり、広島県酪農

業協同組合・事業推進課課長補佐　藏崎

哲治様、（農）一木生産組合・代表理事

組合長（広島県酪農業協同組合・代表理

事組合長）岩竹重城様、（農）清流の里

ファーム庄原・代表理事　清水忠昭様、

同・理事　四水利治様、同・理事　植松

和昭様から長時間にわたって調査のご協

力や貴重な資料提供を賜りました。ま

た、広島県立総合技術研究所・畜産技術

センター・総務部管理課長　神田則昭先

生からは、広島県の集落営農法人や稲

ＷＣＳの技術面・経営面について、懇切

なご指導を賜りました。広島県農林水産

局畜産課・県産牛振興担当の小川寛大様

からは、広島県の集落営農法人の現状に

ついて、懇切なご指導を賜りました。こ

こに深甚なる謝意を表します。

【参考文献】
〔１〕高橋仁康・窪田潤他（2015年３月）「Whole�Crop�Silage用稲の低コスト収穫・調製体系に関する研究」『農業食料工学

会誌』第77巻第２号、pp.105-112　農業食料工学会

〔２〕城田圭子（2015年６月）「酪農経営における「たちすずか」ＷＣＳの給与実証と自給飼料型ＴＭＲセンターでの活用展開」

『畜産技術』第721号、pp.33-36　公益社団法人畜産技術協会


